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我が国企業の脱炭素化に向けた取組状況 

―アンケート調査の分析結果の概要―* 

 

鈴木 源一朗†・苦瀬 瑞生‡・水野 亮介§・久保 達郎** 

 

【要旨】 

 

本稿では、内閣府が 2022 年３月に実施した企業向けアンケート調査である「カーボ

ン・ニュートラルが企業活動に及ぼす影響について」に基づき、企業の脱炭素化に向け

た取組の状況を分析した。主な分析結果は以下の通りである。第一に、政府のカーボン・

ニュートラル宣言以降に方針策定に着手した企業が多く、現時点で実効性を伴った形で

排出削減に向けた計画の実行に至っている企業は多くない。第二に、脱炭素化に向けた

取組を進める上での最も大きな課題としてノウハウや人員の不足を挙げる企業が多い。

第三に、人への投資やデジタル化に積極的な企業ほど脱炭素化に向けた取組が進捗して

いる傾向が確認できる。第四に、脱炭素化の取組に向けて費用増加分の価格転嫁を課題

として認識する企業が多いが、特にＢtoＣ企業では価格転嫁に慎重な企業の割合が高い。

第五に、いわゆるグリーン投資の実行にあたり、それ以外の投資抑制を限定的にとどめ、

設備投資総額や研究開発費総額の増加を計画する企業は製造業を中心に多くなってい

る。 

 

 

                                                  
* 本稿の分析は、内閣府の株式会社帝国データバンクへの委託調査を基にしている。作成におい

て、内閣府の村山裕氏、松多秀一氏、水田豊氏から有益なコメントを頂いた。ここに記して感謝

を申し上げる。ただし、本稿に残された誤りはいうまでもなく筆者の責に帰すものである。また、

本稿で示された見解は筆者の個人的なものであり、必ずしも内閣府の見解を示すものではない。 
† 内閣府参事官補佐 
‡ 内閣府政策企画専門職 
§ 内閣府事務官 
** 元内閣府政策調査員 
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１．はじめに 

 

京都議定書（1997 年）やパリ協定（2015 年）において、具体的な温室効果ガスの排出削

減目標が設定されるなど、気候変動対策に向けた行動変容の重要性は国際的に認識されて

きた。さらに、新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）の拡大に伴う各国の

経済活動の抑制措置により、一時的ではあるものの大気汚染やＣＯ２排出増加に劇的な歯

止めがかかり1、改めて環境負荷の人為的側面に注目が集まった。また、感染症により悪化

した景気の刺激とパリ協定に沿った持続可能な経済成長の両立を目指し、各国政府による

大規模な財政支出や規制の導入に向けた検討が進められることとなった。こうした施策は、

環境負荷の低い財・サービスへの需要シフトを進めるとともに、企業の生産工程の見直しを

強いるものである。特に、先行する欧州では、環境規制の緩い国からの輸入品に事実上の関

税をかける炭素国境調整メカニズムを 2023 年度から導入する見通しとなっているほか、ア

メリカのバイデン政権も同様の政策を掲げており、脱炭素化に向けた取組の優劣が先行き

の企業のグローバルな競争力に直結する可能性が一層高まっている。 

こうした国際的な潮流の中で、我が国においても、2020 年 10 月に、政府は 2050 年まで

にカーボン・ニュートラル2を目指す方針を決定し、2021 年４月には、それと整合的な中間

目標として、2030 年度までに温室効果ガスの排出量を 2013 年度比 46％減、さらに 50％減

の高みに向けて挑戦を続けるという削減目標が掲げられた。この新たな温室効果ガス排出

削減目標は、それ以前に設定されていた排出削減目標3と比べて一層意欲的な内容となって

おり、これを達成するためには、過去を上回るペースでの排出量の削減が求められる。その

実現のためには、企業における省エネ・再エネ設備への投資や社会の脱炭素化に資する製品

の能力増強投資といった、いわゆるグリーン投資4を加速させることが必要である5。 

本稿では、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）が帝国データバンクに委託し、民間

企業を対象に実施されたアンケート調査である「カーボン・ニュートラルが企業活動に及

ぼす影響について」（以下「本アンケート調査」という。）に基づいて、企業における脱

炭素化に向けた取組状況とその推進に向けた課題について調査を行った。 

 

                                                  
1 Hammer et al.(2021)、Le Quéré et al.(2020)を参照。 
2 カーボン・ニュートラルとは、温室効果ガスの排出を全体として（二酸化炭素をはじめとす

る温室効果ガスの排出量から、吸収源対策などによる吸収量を差し引いて）ゼロにすることを

意味する。 
3 2015 年７月に、2030 年度の削減目標を 2013 年度比で 26％減とする「日本の約束草案」を決

定していた。 
4 再生可能エネルギー比率の引上げなど環境に配慮した経済活動への投資の総称。 
5 経済産業省は、2030 年時点で官民合わせて年間約 17 兆円の環境投資が必要だが、現状では

4.8 兆円にとどまっていると試算している。詳しくは経済産業省（2022a,b）を参照。 
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２．分析結果 

（１）我が国企業の脱炭素化に向けた取組の状況 

 

まず、本アンケート調査を用いて、企業の脱炭素化に向けた取組状況について確認した。

上場企業・非上場企業別に、脱炭素化に向けた現時点6の対応状況をみると、上場企業では、

７割以上の企業が「１：事業に影響を与える気候変動リスク･機会を把握している」～「６：

排出削減計画を実行している」のいずれかの選択肢を選んでおり、何らかの施策を実行して

いる。ただし、「６：排出削減計画を実行している」を選択し、具体的に排出削減に向けた

行動に移すことができている上場企業の割合は 43.2％にとどまっている（図表１）。また、

非上場企業については、75.1％の企業が「７：上記１～６のいずれも該当せず」を選択して

おり、大半の非上場企業は、脱炭素化に向けた取組に全く着手できていないのが現状である。 

 

図表１．脱炭素化に向けた取組の状況7 

 
（備考） 内閣府「カーボン・ニュートラルが企業活動に及ぼす影響について」により作成(以下、全ての図表で同様)。

回答企業数は 1,693 社。複数回答。 

 

ただし、こうした脱炭素化に向けた取組を開始した時期をみると、いずれの取組でも

「2021 年」が突出して多く、「2022 年」や「2020 年」の回答が次いで多くなっている（図

表２）。この結果は、2020 年 10 月の政府のカーボン・ニュートラル宣言を受けて、取組を

本格化させた企業が多いことを示唆しており、施策の開始から間もないことも、多くの企業

で取組が不十分なものにとどまっている一因と考えられる。 

 

 

                                                  
6 アンケート実施時点である 2022 年 3 月。 
7 ＴＣＦＤ提言とは、金融安定理事会（ＦＳＢ）の作業部会である気候関連財務情報開示タス

クフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）による提言であり、企

業の気候関連の取組に関する情報開示の在り方を規定する。 
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図表２．脱炭素化に向けた取組の開始時期 

 
（備考）回答企業数は（１）が 239 社、（２）が 107 社、（３）が 361 社、（４）が 297 社、（５）が 195 社、（６）が 228

社。 

（３）自社の排出量を算定している （４）排出削減目標を設定している

（５）排出削減計画を策定している （６）排出削減計画を実行している

（１）事業に影響を与える気候変動リ
スク・機会を把握している

（２）ＴＣＦＤ提言に沿ったシナ
リオ分析、情報開示を行っている
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（２）脱炭素化に向けた取組を進める上での課題 

 

次に企業が脱炭素化の取組を進める上での課題について確認する。図表１で確認した脱

炭素化に向けた取組について、例えば、排出量の算定にとどまっていた企業が削減目標の設

定や削減計画の策定などを行うといった形で、取組を次の段階に進める上での課題をみる

と、最も影響が大きい課題として、「必要なノウハウ、人員が不足している」を挙げた先が

38.2％存在し、回答割合が最も高くなっている（図表３）。「投資・運営コスト増への対応が

困難である」と、費用面の負担を挙げた企業は 30.4％と次いで高くなっているが、企業の

費用負担の軽減に加え、人材やノウハウの蓄積が大きな課題となっていることが分かる。 

 

図表３．脱炭素化に向けた取組を進める上での課題 

（備考） 回答企業数は 550 社。 

 

この結果と整合的に、脱炭素に向けた取組を何らか行っている企業に対して、脱炭素化の

推進に向けた人材育成の取組について訊くと、ＯＪＴ・ＯＦＦ－ＪＴともに、約半数の企業

が「実施した／実施している」若しくは「実施する予定」と回答している（図表４）。 

 

図表４．脱炭素化に向けた人材育成の取組 

        （１）ＯＪＴ          （２）ＯＦＦ－ＪＴ 

 
（備考） 回答企業数は（１）が 553 社、（２）が 545 社。 

さらに、図表１で「７：上記の１～６のいずれも該当せず」を選択した企業に対して、脱
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炭素化に向けた取組を開始する上での課題について確認しても、「必要なノウハウ、人員が

不足している」が最も大きな課題であるとする割合が 29.1％と、要因別では最も高くなっ

ている（図表５）。次いで、「どのレベルまで対応が必要か分からない」という企業も 25.6％

存在している。図表１で「７：上記の１～６のいずれも該当せず」を選択した企業の割合は

非上場企業で高いことを踏まえれば、特に中小企業に対しては、国や産業における脱炭素化

政策を自社の経営に落とし込むノウハウ面のサポートが重要である。 

 

図表５．脱炭素化に向けた取組を開始する上での課題 

 

（備考） 回答企業数は 344 社。 

 

脱炭素化に向けた取組を既に開始している企業に対して、脱炭素化に向けた取引先への

取組を訊くと、「脱炭素目標の内容に応じて、取引先の変更を検討している」「脱炭素目標の

設定を取引先にも促している」とする先は、合計で１割程度にとどまっている（図表６）。

取引先からの要請が少ないことも、非上場企業において、脱炭素化の取組に未着手の企業の

割合が高い原因となっているとみられる。ただし、サプライチェーン全体での温室効果ガス

の排出削減を促すＣＤＰサプライチェーンプログラム8やＳＢＴi9への参加企業は、我が国

を含めてグローバルに近年増加しており10、今後、大企業と取引のある非上場企業に対する

脱炭素要請が強まる可能性を踏まえれば、幅広い企業における取組を後押しする重要性が

今後ますます高まると考えられる。 

 

                                                  
8 英国の非営利団体であるＣＤＰが、加盟している 154 組織（年間調達額 4.3 兆米ドル、2020

年調査時点）を通じて、サプライヤーに気候変動関連・森林保全・水セキュリティに関する質

問書への回答を求める取組。 
9 Science Based Target initiative の略。ＣＤＰのほか、国連グローバル・コンパクト、Ｗ

ＲＩ（世界資源研究所）、ＷＷＦ（世界自然保護基金）が共同運営しており、パリ協定に整合的

な温室効果ガス削減目標の設定を促す取組であり、スコープ３の排出量が全体の４割以上を占

める大企業が認証を得るためには、スコープ３目標の設定が必要。 
10 内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2022）を参照。 
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図表６．脱炭素化に向けた取引先に対する取組 

 

（備考） 回答企業数は 572 社。 

 

（３）人への投資・デジタル化と脱炭素化の取組の関係 

 

図表３で確認した通り、企業が脱炭素化の推進に向けて最も大きな障害と認識している

のは「必要なノウハウ・人員の不足」である。脱炭素化に向けては、例えばＴＣＦＤ提言を

踏まえてシナリオ分析を実施する必要があるなど一定の専門性が要求されるため、当該分

野に精通する人材の確保・育成が不可欠であり、企業の人材教育に対する姿勢が足下の脱炭

素化に向けた取組状況に影響を及ぼしている可能性が考えられる。 

また、社会全体の省エネ・脱炭素化を加速させることを目的とした、デジタル技術の活用

（いわゆる「グリーン by デジタル」）にも期待がかかっている。各社が保有する設備の稼働

状況や温室効果ガスの排出状況を管理する上で、ＩＴ技術の実装が必要であることを踏ま

えると、デジタル化の進展度合いの差が脱炭素化の取組にも影響を及ぼしている可能性が

考えられる。 

そこで、本アンケート調査の回答状況と企業の財務情報を組み合わせることで、こうした

仮説の検証を行う。まず、図表１でみた企業の脱炭素化に向けた取組状況について、各項目

の実施の有無別に、「従業者一人当たり教育研修費」と「従業者一人当たりソフトウェアス

トック」の平均値についての単純な比較をすると、脱炭素化に向けた対応を行っている企業

群では、そうでない企業群に比べて平均値が高いことが分かる（図表７、８）11。 

 

                                                  
11 データ制約により、脱炭素化に関連した教育研修費やソフトウェアに限定されていない点に

は留意。また、教育研修費は年間費用総額である。 

3.3

6.8

26.7

50.7

3.7

8.7

0 20 40 60

脱炭素目標の内容に応じて､

取引先の変更を検討している

脱炭素目標の設定を

取引先にも促している

脱炭素目標の達成に向けて､

取引先と共同で取り組みを進めている

脱炭素目標の達成に向けて､

取引先に対する働きかけは行っていない

その他

不明

（％）
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図表７．教育研修費と脱炭素化対応の関係 

 

 
（備考） １．集計企業数は 360 社。 

２．教育研修費、従業員数は 2020 年度時点。 

 

図表８．ソフトウェアストックと脱炭素化対応の関係 

 
（備考） １．集計企業数は 360 社。 

２．ソフトウェアストック、従業員数は 2020 年度時点。 

 

ただし、脱炭素化に向けた取組状況は、企業規模や株式公開の有無、業種、業績などその

他の企業属性にも依存する可能性がある。そこで、被説明変数を脱炭素化への取組の有無

（「あり」か「なし」の２値）、説明変数を従業員一人当たり教育研修費、従業員一人当たり

ソフトウェアストック12とし、その他の属性（売上高営業利益率や上場・非上場の区分等）

をコントロール変数として加えたロジットモデルの推計により、教育研修費やソフトウェ

アストックが企業の脱炭素化に向けた取組に与える影響ついて統計的な検証を行った13（図

表９）。その結果、第一に、従業員一人当たり教育研修費が多いほど、「ＴＣＦＤ提言に沿っ

たシナリオ分析、情報開示」を実施する確率が高いことが分かった。第二に、従業員一人当

                                                  
12 教育研修費もソフトウェアストックも従業員一人当たり。 
13 推計の詳細は補論（１）を参照。具体的な推計結果は付図１～６を参照。 

0 5 10 15

1:事業に影響を与える気候変動リスク･機会を把握している

2:TCFD提言に沿ったシナリオ分析､情報開示を行っている

3:自社の排出量を算定している

4:排出削減目標を設定している

5:排出削減計画(ロードマップ)を策定している

6:排出削減計画を実行している

取組の実施企業

未着手企業

（従業者一人当たり教育研修費、万円）

0 1 2 3

1:事業に影響を与える気候変動リスク･機会を把握している

2:TCFD提言に沿ったシナリオ分析､情報開示を行っている

3:自社の排出量を算定している

4:排出削減目標を設定している

5:排出削減計画(ロードマップ)を策定している

6:排出削減計画を実行している
取組の実施企業

未着手企業

（従業者一人当たりソフトウェアストックの平均値、百万円）
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たりソフトウェアストックの金額が大きいほど、「自社の排出量の算定」や「排出削減目標

の設定」を実施する確率が高いことが分かった。これらの結果は、事前の仮説の通り、人的

資本投資やＩＴ投資の拡大が企業の脱炭素化に向けた取組の促進にもつながる可能性を示

唆している。 

 

図表９．脱炭素化に向けた取組の推進要因に関するロジスティック回帰分析の結果 

 

 

（備考）１．推計対象企業は 360 社。 

2．取組への実施有無を被説明変数としたロジスティック回帰分析を実施し、10％水準で有意な変数には「○」   

を付けている。 

3．推計の詳細は補論（１）を参照。 

 

（４）脱炭素関連費用の見通しと企業の価格転嫁方針 

 

各国の脱炭素に向けた取組が進むにつれて、鉱物資源価格やエネルギー価格が上昇し、設

備投資や規制対応によって発生する費用が幅広い商品に転嫁される可能性がある14。例えば、

化石燃料を用いた発電施設から太陽光・風力発電施設への移行や、従来型ガソリン車から電

気自動車への移行は、いずれも鉱物資源需要の急増につながると予想されている。国際エネ

ルギー機関（ＩＥＡ）によれば、電気自動車は従来型自動車の６倍の鉱物資源を、洋上風力

発電所は同規模の火力発電所の９倍の鉱物資源を使用するとされる15。また、我が国の電力

                                                  
14 脱炭素化に伴い発生するインフレーションを総称して「グリーンフレーション

（Greenflation）」と呼ぶ場合がある。これは、環境への配慮を示す「グリーン（green）」と、

物価上昇を指す「インフレーション（inflation）」を組み合わせた造語である。 
15 例えば、Boer et al. (2021)は、ＩＥＡによる鉱物資源の需要見通しと、需要ショックに対

する過去の平均的な供給弾力性を下に、銅、ニッケル、コバルト、リチウムの価格上昇幅を試

算している。これによると、ニッケル、コバルト、リチウムの 2030 年の価格は、対 2020 年平

ＴＣＦＤ提言に沿った
シナリオ分析、情報開
示を行う確率

自社の排出量を算定す
る確率

排出削減目標を設定す
る確率

ソフトウェア ― ○ ○

教育研修費 ○ ― ―

企業規模ダミー ― ― ○

上場ダミー ○ ― ―

業種ダミー ― ○ ○

売上高営業利益率 ― ― ―
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コストについても、再生可能エネルギーの導入コストと化石燃料価格のいずれについても

将来的な不確実性が高く、先行きの見方は定まっていないものの、現状と比べて上昇する見

通しも複数の有識者から示されている16。 

こうした情勢を踏まえ、本アンケート調査では、脱炭素関連費用に対する企業の見方と転

嫁方針について確認した。まず、脱炭素化に向けた設備投資や原材料調達の費用増加に対し

ては、「必要があり検討している」が 17.1％、「必要があり今後検討する」が 44.3％と、合

計すると６割超の企業が対応の必要性を認識している（図表 10）。また、年間の費用増加幅

については、「５％未満」が 18.2％、「5～10％未満」が 17.1％と、比較的小幅であると見込

む先も相応に存在するが、「不明」も 54.0％存在し、現時点では見通しは不透明な状況とな

っている（図表 11）。 

さらに、脱炭素化の取組に当たり、企業が最も重視している動きをみると、「顧客からの

需要、評価」と回答する割合が 32.7％と要因別で最も高くなっている（図表 12）。こうした

中で、費用の増分を価格に転嫁すると答えた企業の割合をサプライチェーンの段階別に確

認すると、ＢtoＣ企業に該当する「消費者への製品・サービスの最終提供者」では最も低く

なっており、家計の消費マインドの悪化を懸念した慎重な価格設定スタンスがうかがわれ

る（図表 13）。 

 

図表 10．脱炭素関連費用の増加への対策を検討する必要性 

 

（備考） 回答企業数は 574 社。 

                                                  
均比で数百％上昇する見通しであるほか、銅についても約 60％の価格上昇が予測されている。 
16 詳しくは、総合資源エネルギー調査会基本政策分科会における議論を参照。 

17.1

44.3

10.1

28.6

0 10 20 30 40 50

必要があり検討している

必要があり今後検討する

検討する必要はない

不明

（％）
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図表 11．脱炭素関連費用の年間増加幅に対する見通し 

 

（備考） 回答企業数は 346 社。 

 

図表 12．脱炭素化の検討に当たり重視している動き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 回答企業数は 565 社。 

 

図表 13 ．費用増加分を転嫁すると回答した企業の割合 

 

（備考） 回答企業数は 347 社。 
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（５）グリーン投資の計画状況 

 

最後に企業のグリーン投資の動向について確認する。脚注５の通り、現状のグリーン投資

の規模は、2030 年時点で必要な投資額に対して大きく見劣りしており、今後の投資拡大に

向けた取組が不可欠な状況である。ここでは、本アンケート調査を活用し、グリーン投資の

範囲について、「a）自社の省エネ・再エネ設備への設備投資」、「b）他社・消費者の脱炭素

化や省エネに関する製品・サービス等への設備投資」、「c）脱炭素化に向けた研究開発への

投資」、という三つの投資活動と位置付け、企業の取組状況を確認する。 

まず、アンケート回答企業のうち、「a）自社の省エネ・再エネ設備への設備投資」を実施、

若しくは 2050 年までに実施予定の企業割合は７割を超えており、まずは自社の排出量を削

減するための投資が企業のグリーン投資の中でも中心的な取組となっている（図表 14）。ま

た、「b）他社・消費者の脱炭素化や省エネに関する製品・サービス等への設備投資」、「c）

脱炭素化に向けた研究開発への投資」を実施済み若しくは 2050 年までに実施予定の企業割

合は約３割となっており、「a) 自社の省エネ・再エネ設備への設備投資」と比較すると、実

施企業の割合は半分以下ではあるものの、相応の企業がこうした新規需要の獲得に向けた

「攻め」のグリーン投資も検討している状況である。 

 

図表 14．グリーン投資の実施・検討状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 回答企業数は a)が 571 社、b)が 565 社、c）が 565 社。 

 

最後に、こうしたグリーン投資が設備投資総額に及ぼす影響を確認する。「a) 自社の省エ

ネ・再エネ設備への設備投資」や「b) 他社・消費者の脱炭素化や省エネに関する製品・サ

ービス等への設備投資」が 2030 年度までの設備投資に与える影響をみると、「設備投資総額

を押し上げる」と回答した企業の割合は 47％と、「維持更新投資の範囲内で行う為、設備投

資総額は概ね変動しない」と「他の設備投資を削減して行う為、設備投資総額は概ね変動し
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ない」を合計した 32.7％を上回っており、グリーン投資の実行により設備投資総額が増加

すると見込む企業が多くなっている（図表 15）。なお、業種別にみると、消費エネルギーの

電化率が低く脱炭素移行コストが相対的に高いとみられている「鉄鋼・非鉄金属」「化学」

などの素材業種や、機器の省エネ化に必要な半導体デバイスや蓄電池など幅広い産業の「グ

リーン by デジタル」への貢献が期待される「電気機械」等の製造業を中心に、設備投資総

額が増加すると回答した企業の割合が特に高くなっている（図表 16）。 

 

図表 15．グリーン投資が 2030 年度までの設備投資総額に与える影響 

 

（備考） 回答企業数は 571 社。 

 

図表 16．グリーン投資により 2030 年度までの設備投資総額が増える企業の割合（業種別） 

 

（備考） 回答企業数は 196 社。 
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また、「c) 脱炭素化に向けた研究開発への投資」が、2030 年度までの研究開発費総額に

与える影響をみると、「研究開発費総額を押し上げる」と回答した企業の割合は 52.4％と、

「これまでの研究開発費の範囲内で行う為、研究開発費の総額は概ね変動しない」と「他の

研究開発を中止・抑制して行う為、研究開発費の総額は概ね変動しない」を合計した 28.6％

を大幅に上回っており、グリーン投資の実行により研究開発費総額が増加すると見込む企

業が多くなっている（図表 17）。こちらについても、「鉄鋼・非鉄金属」や「電気機械」等に

おいて、研究開発費総額が増加すると回答した企業の割合が特に高くなっている（図表 18）。 

 

図表 17．グリーン投資が 2030 年度までの研究開発費総額に与える影響 

 

（備考） 回答企業数は 168 社。 

 

図表 18．グリーン投資により 2030 年度までの研究開発費総額が増える企業の割合   

（業種別） 

 

（備考） 回答企業数は 168 社。 
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３．まとめ 

 

本稿では、内閣府が 2022 年３月に実施したアンケート調査に基づき、我が国企業の脱炭

素化に向けた取組の状況について分析を行った。主な結果とその含意は以下の通りである。 

第一に、政府のカーボン・ニュートラル宣言以降に方針策定に取り掛かった企業が多く、

現時点で実効性を伴った形で排出削減に向けた計画の実行に至っている企業の数は多くな

い。特に、非上場企業では大半の企業が未着手となっており、自社の経営目標への落とし込

みに対するサポートが急務である。 

第二に、脱炭素化に向けた取組を進める上での最も大きな課題としてノウハウや人員の

不足を挙げる企業が多い。この点に関し、人的資本の重要性を認識し、脱炭素化の推進に向

けた人材育成を実施若しくは実施予定である企業が相応に存在しており、こうした取組の

拡がりを促すことが重要である。 

第三に、人への投資やデジタル化に積極的な企業ほど脱炭素化に向けた取組が進捗して

いる傾向が確認できる。人への投資は、ＴＣＦＤ提言に沿ったシナリオの策定など、自社の

事業と気候変動問題に精通した人材がいないと策定できない分野でその効果が確認された。

また、デジタル化の進捗は、温室効果ガスの排出量の算定や目標の設定など、脱炭素化の取

組の前提となる定量的な状況把握と施策の計画に対してその効果が確認できた。我が国で

も、東京証券取引所のプライム上場企業17に対して、2022 年度の株主総会以降、ＴＣＦＤ提

言に基づいた情報開示が求められており、企業の情報開示が一層進むと見込まれるが、政府

が脱炭素化と並んで推進している人への投資やデジタル化が、企業の脱炭素化を後押しし

ていくことにも期待が持たれる。 

第四に、脱炭素化の取組に向けて費用増加分の転嫁を課題として認識する企業が多いが、

その費用増加幅の見通しは不透明である。また、費用増加分の価格転嫁方針をみると、特に

ＢtoＣ企業では、消費者のマインド悪化を懸念して、慎重な企業の割合が高い。社会の脱炭

素化を円滑に進めるためには、脱炭素費用がサプライチェーン上で円滑に転嫁される環境

を醸成していくことも重要である。 

第五に、上述の通り脱炭素化に取り組む企業の割合がそもそも低いこともあって、現時点

のグリーン投資の規模は 2030 年に必要な水準と比べて大幅に不足していることに留意が必

要であるものの、グリーン投資の実行にあたり、それ以外の投資抑制を限定的にとどめ、設

備投資総額や研究開発費総額の増加を計画する企業は製造業を中心に多くなっている。我

が国では、期待成長率が低下傾向にある中で、慎重な設備投資スタンスが継続してきただけ

に、脱炭素化の取組が活発化し、企業の投資意欲が喚起されることが期待される。 

 

                                                  
17 東京証券取引所は 2022 年 4 月より、「プライム」「スタンダード」「グロース」の３区分に再

編された。プライム市場は、最も上場基準が厳しく、海外機関投資家の投資対象となるような

グローバル企業向けの市場。 
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５．補論 

（１）ロジットモデルによる脱炭素化対応の決定要因の分析 

 

脱炭素化対応の有無（脱炭素化対応を実施している場合に１、実施していない場合に０を

とるダミー変数）を被説明変数、企業の従業員一人当たり教育研修費、従業員一人当たりソ

フトウェアストック（いずれも対数値）、その他属性（規模、株式公開の有無、業種、業績

（売上高営業利益率））を説明変数とするロジットモデルを推定し、同モデルから得られる

限界効果を推計した。データは、本アンケート調査により得られた脱炭素化対応の有無に関

する回答結果に加え、各回答企業の財務情報（帝国データバンク集計、2020 年度）により

構築したクロスセクションデータを用いた。説明変数の具体的な内容は以下の通りである。 

 

変数 定義（算出式） 

一人当たり教育研修費 教育研修費÷従業員数 

一人当たりソフトウェアストック ソフトウェア÷従業員数 

企業規模ダミー 資本金が１億円以上の場合に１をとるダミー変数 

上場ダミー 株式公開を行っている場合に１をとるダミー変数 

業種ダミー 製造業の場合に１をとるダミー変数 

売上高営業利益率 営業利益÷営業収益 

 

被説明変数別の推計結果は以下の通り（付図のタイトルが、被説明変数である個別の脱炭

素化対応を示す）。 

 

付図１．「事業に影響を与える気候変動リスク･機会を把握している」 

 

限界効果

定数項 -2.708 ***

(0.475)

0.105 0.000

(0.099) (0.000)

0.124 0.004

(0.101) (0.002)

企業規模ダミー 0.244 0.027

(0.393) (0.043)

上場ダミー 1.202 0.131

(1.502) (0.163)

業種ダミー -0.283 -0.031

(0.469) (0.051)

売上高営業利益率 1.418 0.155

(2.697) (0.294)

サンプルサイズ

一人当たりソフトウェア
ストック（対数値）

一人当たり教育研修費
（対数値）

360

ロジットモデル
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付図２．「TCFD 提言に沿ったシナリオ分析、情報開示を行っている」 

 

 

付図３．「自社の排出量を算定している」 

 

 

限界効果

定数項 -5.817 ***

(1.316)

0.117 0.000

(0.226) (0.000)

0.475 * 0.001

(0.281) (0.000)

企業規模ダミー 0.276 0.006

(0.889) (0.018)

上場ダミー 3.308 * 0.066

(1.843) (0.039)

業種ダミー 0.062 0.001

(1.115) (0.022)

売上高営業利益率 -3.047 -0.060

(4.758) (0.096)

サンプルサイズ

ロジットモデル

一人当たりソフトウェア
ストック（対数値）

一人当たり教育研修費
（対数値）

360

限界効果

定数項 -3.185 ***

(0.477)

0.223 ** 0.001

(0.095) (0.000)

0.100 0.004

(0.091) (0.003)

企業規模ダミー 0.409 0.051

(0.354) (0.044)

上場ダミー 0.737 0.091

(1.538) (0.190)

業種ダミー 1.048 *** 0.130

(0.347) (0.042)

売上高営業利益率 1.043 0.129

(2.440) (0.302)

サンプルサイズ

ロジットモデル

一人当たりソフトウェア
ストック（対数値）

一人当たり教育研修費
（対数値）

360
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付図４．「排出削減目標を設定している」 

 

 

付図５．「排出削減計画（ロードマップ）を策定している」 

 

 

限界効果

定数項 -3.097 ***

(0.500)

0.176 * 0.001

(0.102) (0.000)

0.037 0.001

(0.096) (0.003)

企業規模ダミー 0.739 ** 0.077

(0.373) (0.039)

上場ダミー 1.026 0.106

(1.521) (0.157)

業種ダミー 0.998 *** 0.103

(0.373) (0.039)

売上高営業利益率 -1.535 -0.159

(2.437) (0.252)

サンプルサイズ

ロジットモデル

一人当たりソフトウェア
ストック（対数値）

一人当たり教育研修費
（対数値）

360

限界効果

定数項 -4.235 ***

(0.707)

0.203 0.000

(0.134) (0.000)

0.174 0.003

(0.138) (0.001)

企業規模ダミー 0.508 0.030

(0.494) (0.030)

上場ダミー 1.751 0.104

(1.609) (0.095)

業種ダミー 0.956 * 0.057

(0.496) (0.030)

売上高営業利益率 -1.532 -0.091

(3.265) (0.194)

サンプルサイズ

ロジットモデル

一人当たりソフトウェア
ストック（対数値）

一人当たり教育研修費
（対数値）

360
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付図６．「排出削減計画を実行している」 

 

 
（備考） １．*は 10％水準、**は５％水準、***は１％水準で有意であることを示す。 

２．括弧内の数値は標準誤差を表す。 

 

  

限界効果

定数項 -3.335 ***

(0.547)

0.228 ** 0.001

(0.112) (0.000)

-0.002 0.000

(0.104) (0.004)

企業規模ダミー 0.335 0.029

(0.429) (0.037)

上場ダミー 1.437 0.124

(1.555) (0.134)

業種ダミー 0.914 ** 0.079

(0.406) (0.036)

売上高営業利益率 -2.004 -0.173

(2.597) (0.224)

サンプルサイズ

ロジットモデル

一人当たりソフトウェア
ストック（対数値）

一人当たり教育研修費
（対数値）

360
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（２）調査の概要 

〇調査方法 

ＷＥＢ・郵送による企業アンケート調査 

 

○調査対象 

10,000 社 

 

○調査実施期間 

令和４年２月 18 日～令和４年３月 24 日 

 

○有効回答数、有効回収率 

回収数 1,735（回収率： 17.4％） 

 

○業種区分別有効回答数及び回収率 

 

 

○上場区分別有効回答数及び回収率 

 
 

 

 

 

 

 

対象数 回収数 回収率

D 鉱業 12 0 0.0%
E 建設業 2,645 705 26.7%
F 製造業 2,427 370 15.2%
G 卸売・⼩売業，飲⾷店 2,396 360 15.0%
H ⾦融・保険業 251 27 10.8%
I 不動産業 293 38 13.0%
J 運輸・通信業 399 62 15.5%
K 電気・ガス・⽔道・熱供給業 32 8 25.0%
L サービス業 1,545 165 10.7%

10,000 1,735 17.4%総計

対象数 回収数 回収数

上場企業 3,041 285 9.4%
⾮上場企業 6,959 1,450 20.8%

総計 10,000 1,735 17.4%



21 

○代表的な製品･サービスのサプライチェーンにおけるポジション 

 

 

○調査実施機関 

株式会社帝国データバンク 

 

  

回収数 構成⽐率
1 消費者への製品･ｻｰﾋﾞｽの最終提供者 579 34.6%
2 卸売業者 230 13.7%
3 最終製品ﾒｰｶｰ 233 13.9%
4 最終製品ﾒｰｶｰの原材料･部品調達先(⼀次ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ) 126 7.5%
5 ｻﾌﾟﾗｲﾔｰの原材料･部品調達先 99 5.9%
6 その他 408 24.4%

1,675
※無回答企業︓60件を除く

総計
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（３）調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



23 

 



24 

 

 

  

  



25 

 



26 

 



27 

 



28 

 

 

  



29 

（４）調査結果の単純集計 

○備考 

・構成比は小数点第２位以下を四捨五入している。 

・グラフ中の表記は以下の通りの意味を示す。 

 SA：単一回答、MA：複数回答、数量：実数回答 

 

 

〇結果 

 

代表的な製品･ｻｰﾋﾞｽのｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝにおけるﾎﾟｼﾞｼｮﾝ...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 消費者への製品･ｻｰﾋﾞｽの最終提供者 579 34.6
2 卸売業者 230 13.7
3 最終製品ﾒｰｶｰ 233 13.9
4 最終製品ﾒｰｶｰの原材料･部品調達先(一次ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ) 126 7.5
5 ｻﾌﾟﾗｲﾔｰの原材料･部品調達先 99 5.9
6 その他 408 24.4
無回答 60
全体 1675 100.0

 Q1 脱炭素化に向けた現在の対応状況...(ＭＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 事業に影響を与える気候変動ﾘｽｸ･機会を把握している 312 18.4
2 TCFD提言に沿ったｼﾅﾘｵ分析､情報開示を行っている 119 7.0
3 自社の排出量を算定している 415 24.5
4 排出削減目標を設定している 343 20.3
5 排出削減計画(ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ)を策定している 215 12.7
6 排出削減計画を実行している 258 15.2
7 上記1～6のいずれも該当せず 1138 67.2
無回答 42
全体 1693 100.0

 Q1-1 取り組み開始時期:事業に影響を与える気候変動ﾘｽｸ･機会を把握している...(数量)

年度 ｎ
2005以前 20
2006 1
2007 2
2008 2
2010 4
2011 7
2013 5
2014 2
2015 3
2016 5
2017 7
2018 10
2019 23
2020 42
2021 86
2022 20
全体 239
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 Q1-2 取り組み開始時期:TCFD提言に沿ったｼﾅﾘｵ分析､情報開示を行っている...(数量)

年度 ｎ
2018 2
2019 16
2020 23
2021 44
2022 22
全体 107

 Q1-3 取り組み開始時期:自社の排出量を算定している...(数量)

年度 ｎ
2005以前 83
2006 6
2007 7
2008 14
2009 15
2010 21
2011 6
2012 11
2013 18
2014 9
2015 8
2016 11
2017 11
2018 12
2019 20
2020 30
2021 62
2022 17
全体 361

 Q1-4 取り組み開始時期:排出削減目標を設定している...(数量)

年度 ｎ
2005以前 56
2006 5
2007 6
2008 8
2009 5
2010 12
2011 8
2012 8
2013 13
2014 5
2015 12
2016 5
2017 7
2018 11
2019 10
2020 25
2021 82
2022 19
全体 297
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 Q1-5 取り組み開始時期:排出削減計画(ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ)を策定している...(数量)

年度 ｎ
2005以前 29
2006 1
2007 3
2008 8
2009 5
2010 5
2011 4
2012 4
2013 6
2014 2
2015 5
2016 4
2017 3
2018 6
2019 5
2020 20
2021 64
2022 21
全体 195

 Q1-6 取り組み開始時期:排出削減計画を実行している...(数量)

年度 ｎ
2005以前 40
2006 3
2007 6
2008 9
2009 6
2010 10
2011 7
2012 4
2013 8
2014 2
2015 6
2016 6
2017 7
2018 6
2019 7
2020 24
2021 60
2022 17
全体 228

 Q2-1 脱炭素化に向けた現在の対応状況:最も影響が大きい課題...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 必要な技術が不足している 77 14.0
2 必要なﾉｳﾊｳ､人員が不足している 210 38.2
3 投資･運営ｺｽﾄ増への対応が困難である 167 30.4
4 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直しが困難である 34 6.2
5 その他 26 4.7
6 不明 22 4.0
7 既に対応を終えており､次の段階に進む必要がない 14 2.5
無回答 1185
全体 550 100.0
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 Q2-2 脱炭素化に向けた現在の対応状況:2番目に影響が大きい課題...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 必要な技術が不足している 118 29.8
2 必要なﾉｳﾊｳ､人員が不足している 127 32.1
3 投資･運営ｺｽﾄ増への対応が困難である 99 25.0
4 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直しが困難である 47 11.9
5 その他 5 1.3
6 不明 0 0.0
7 既に対応を終えており､次の段階に進む必要がない 0 0.0
無回答 1339
全体 396 100.0

 Q2-3 脱炭素化に向けた現在の対応状況:3番目に影響が大きい課題...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 必要な技術が不足している 70 26.9
2 必要なﾉｳﾊｳ､人員が不足している 47 18.1
3 投資･運営ｺｽﾄ増への対応が困難である 77 29.6
4 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直しが困難である 56 21.5
5 その他 10 3.8
6 不明 0 0.0
7 既に対応を終えており､次の段階に進む必要がない 0 0.0
無回答 1475
全体 260 100.0

 Q3-1 脱炭素化の検討:最も重視している動き...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 競合他社の脱炭素化に向けた動き 48 8.5
2 取引に関連する企業の脱炭素化に向けた動き 126 22.3
3 顧客の需要､評価 185 32.7
4 投資家からの要請 32 5.7
5 助成金などの資金補助 38 6.7
6 経済合理性(ｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞや脱炭素税の導入など) 39 6.9
7 気候変動災害の深刻化 68 12.0
8 その他 15 2.7
9 不明 14 2.5
無回答 1170
全体 565 100.0

 Q3-2 脱炭素化の検討:2番目に重視している動き...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 競合他社の脱炭素化に向けた動き 98 20.1
2 取引に関連する企業の脱炭素化に向けた動き 108 22.2
3 顧客の需要､評価 111 22.8
4 投資家からの要請 45 9.2
5 助成金などの資金補助 31 6.4
6 経済合理性(ｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞや脱炭素税の導入など) 64 13.1
7 気候変動災害の深刻化 26 5.3
8 その他 4 0.8
9 不明 0 0.0
無回答 1248
全体 487 100.0
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 Q3-3 脱炭素化の検討:3番目に重視している動き...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 競合他社の脱炭素化に向けた動き 80 20.9
2 取引に関連する企業の脱炭素化に向けた動き 64 16.7
3 顧客の需要､評価 57 14.9
4 投資家からの要請 37 9.7
5 助成金などの資金補助 44 11.5
6 経済合理性(ｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞや脱炭素税の導入など) 69 18.0
7 気候変動災害の深刻化 29 7.6
8 その他 3 0.8
9 不明 0 0.0
無回答 1352
全体 383 100.0

 Q4 脱炭素化に向けた取引先に対するｽﾀﾝｽ...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 脱炭素目標の内容に応じて､取引先の変更を検討している 19 3.3
2 脱炭素目標の設定を取引先にも促している 39 6.8
3 脱炭素目標の達成に向けて､取引先と共同で取り組みを進めている 153 26.7
4 脱炭素目標の達成に向けて､取引先に対する働きかけは行っていない 290 50.7
5 その他 21 3.7
6 不明 50 8.7
無回答 1163
全体 572 100.0

 Q5 ｢a)自社の省ｴﾈ･再ｴﾈ設備への設備投資｣の実施/2050年までの実施予定...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 実施している 235 41.2
2 実施を予定している 169 29.6
3 実施を予定していない 64 11.2
4 不明 103 18.0
無回答 1164
全体 571 100.0
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 Q6 ｢a)自社の省ｴﾈ･再ｴﾈ設備への設備投資｣の開始/開始予定時期...(数量)

年度 ｎ
2005以前 37
2006 5
2007 1
2008 7
2009 5
2010 10
2011 4
2012 8
2013 6
2014 7
2015 11
2016 8
2017 6
2018 11
2019 7
2020 10
2021 32
2022 47
2023 24
2024 5
2025 3
2027 1
2028 1
2030 2
2040 1
全体 259

 Q7 ｢a)自社の省ｴﾈ･再ｴﾈ設備への設備投資｣の中長期的な計画...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 2025年にかけて投資額を増加させる 94 23.3
2 2025年～2030年にかけて投資額を増加させる 81 20.1
3 2030年～2050年にかけて投資額を増加させる 12 3.0
4 概ね一定のﾍﾟｰｽで投資を行う 141 35.0
5 その他 26 6.5
6 不明 49 12.2
無回答 1
非該当 1331
全体 403 100.0

 Q8 ｢a)自社の省ｴﾈ･再ｴﾈ設備への設備投資｣により実現可能と見込んでいる温室効果ｶﾞｽの排出削減量の
    目標設定...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 設定している 180 45.9
2 設定していない 212 54.1
無回答 12
非該当 1331
全体 392 100.0
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 Q8-1 2030年までの削減の見込み...(数量)

％ ｎ
≦10 18
10-20 13
20-30 32
30-40 22
40-50 56
50-60 6
60-70 2
70-80 2
80-90 0
90-100 7
全体 158

 Q8-2-1 排出削減計画の策定期間...(数量)

年 ｎ
2022 4
2023 10
2024 6
2025 17
2026 1
2027 1
2030 11
全体 50

 Q8-2-2 排出削減計画の策定期間までの削減の見込み...(数量)

％ ｎ
≦10 30
10-20 13
20-30 4
30-40 1
40-50 6
50-60 0
60-70 1
70-80 0
80-90 0
90-100 3
全体 58

 Q9-2-1 ｢a)自社の省ｴﾈ･再ｴﾈ設備への設備投資｣:2022年度の投資金額...(数量)

百万円 ｎ
≦1 6
1-10 34
10-100 42
100-1000 31
>1000 6
全体 119
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 Q9-2-2 ｢a)自社の省ｴﾈ･再ｴﾈ設備への設備投資｣:前年度比...(数量)

％ ｎ
0-20 11
20-40 3
40-60 3
60-80 2
80-100 28
100-120 4
120-140 0
140-160 4
160-180 2
180-200 5
>200 10
全体 72

 Q9-3 ｢a)自社の省ｴﾈ･再ｴﾈ設備への設備投資｣:2030年にかけて見込む年間最大投資金額...(数量)

百万円 ｎ
≦1 1
1-10 13
10-100 27
100-1000 26
1000以上 10
全体 77

 Q10 ｢b)他社･消費者の脱炭素化や省ｴﾈに関する製品･ｻｰﾋﾞｽ等への設備投資｣の実施/2050年までの
 実施予定...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 実施している 84 14.9
2 実施を予定している 108 19.1
3 実施を予定していない 156 27.6
4 不明 217 38.4
無回答 1170
全体 565 100.0

 Q11 ｢b)他社･消費者の脱炭素化や省ｴﾈに関する製品･ｻｰﾋﾞｽ等への設備投資｣の開始/開始予定時期...(数量)

年度 ｎ
2005以前 10
2009 1
2010 1
2011 1
2014 2
2015 1
2016 2
2017 1
2018 6
2019 5
2020 7
2021 13
2022 20
2023 6
2024 2
2025 3
2030 2
2033 1
全体 84



37 

 

  

 Q12 ｢b)他社･消費者の脱炭素化や省ｴﾈに関する製品･ｻｰﾋﾞｽ等への設備投資｣の中長期的な計画...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 2025年にかけて投資額を増加させる 58 30.5
2 2025年～2030年にかけて投資額を増加させる 29 15.3
3 2030年～2050年にかけて投資額を増加させる 13 6.8
4 概ね一定のﾍﾟｰｽで投資を行う 57 30.0
5 その他 8 4.2
6 不明 25 13.2
無回答 2
非該当 1543
全体 190 100.0

 Q13-2-1 ｢b)他社･消費者の脱炭素化や省ｴﾈに関する製品･ｻｰﾋﾞｽ等への設備投資｣:2022年度の
        投資金額...(数量)

百万円 ｎ
≦1 5
1-10 6
10-100 12
100-1000 6
>1000 3
全体 32

 Q13-2-2 ｢b)他社･消費者の脱炭素化や省ｴﾈに関する製品･ｻｰﾋﾞｽ等への設備投資｣:前年度比...(数量)

％ ｎ
0-20 4
20-40 1
40-60 1
60-80 0
80-100 6
100-120 1
120-140 0
140-160 1
160-180 0
180-200 2
>200 1
全体 17

 Q13-3 ｢b)他社･消費者の脱炭素化や省ｴﾈに関する製品･ｻｰﾋﾞｽ等への設備投資｣:2030年にかけて
  見込む年間最大投資金額...(数量)

百万円 ｎ
≦1 0
1-10 2
10-100 8
100-1000 4
>1000 4
全体 18
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 Q14 ｢a)｣及び｢b)｣の2030年度までの設備投資に与える影響...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 設備投資の総額を押し上げる 196 47.0
2 維持更新投資の範囲内で行う為､設備投資の総額は概ね変動しない 117 28.1
3 他の設備投資を削減して行う為､設備投資の総額は概ね変動しない 19 4.6
4 その他 6 1.4
5 不明 79 18.9
無回答 7
非該当 1311
全体 417 100.0

 Q15 ｢c)脱炭素化に向けた研究開発への投資｣の実施/2050年までの実施予定...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 実施している 90 15.8
2 実施を予定している 79 13.9
3 実施を予定していない 208 36.6
4 不明 191 33.6
無回答 1167
全体 568 100.0

 Q16 ｢c)脱炭素化に向けた研究開発への投資｣の開始/開始予定時期...(数量)

年度 ｎ
1970 1
1980 1
1983 1
1987 1
1988 1
1990 1
1991 1
1993 3
1994 1
1997 2
1998 1
1999 1
2000 3
2001 1
2004 2
2005 1
2009 2
2010 1
2012 1
2014 1
2015 2
2017 2
2018 4
2019 5
2020 4
2021 8
2022 25
2023 2
2024 2
2025 3
2028 1
2030 2
全体 87
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 Q17 ｢c)脱炭素化に向けた研究開発への投資｣の2030年度までの研究開発費に与える影響...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 研究開発費の総額を押し上げる 88 52.4
2 これまでの研究開発費の範囲内で行う為､研究開発費の総額は概ね変動しない 43 25.6
3 他の研究開発を中止･抑制して行う為､研究開発費の総額は概ね変動しない 5 3.0
4 その他 4 2.4
5 不明 28 16.7
無回答 1
非該当 1566
全体 168 100.0

 Q18 ｢c)脱炭素化に向けた研究開発への投資｣の中長期的な計画...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 2025年にかけて投資額を増加させる 52 31.3
2 2025年～2030年にかけて投資額を増加させる 35 21.1
3 2030年～2050年にかけて投資額を増加させる 5 3.0
4 概ね一定のﾍﾟｰｽで投資を行う 42 25.3
5 その他 6 3.6
6 不明 26 15.7
無回答 3
非該当 1566
全体 166 100.0

 Q19-2-1 ｢c)脱炭素化に向けた研究開発への投資｣:2022年度の投資金額...(数量)

百万円 ｎ
≦1 2
1-10 6
10-100 8
100-1000 9
>1000 2
全体 27

 Q19-2-2 ｢c)脱炭素化に向けた研究開発への投資｣:前年度比...(数量)

％ ｎ
0-20 2
20-40 0
40-60 0
60-80 0
80-100 9
100-120 1
120-140 0
140-160 2
160-180 1
180-200 1
>200 3
全体 19
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 Q19-3 ｢c)脱炭素化に向けた研究開発への投資｣:2030年にかけて見込む年間最大投資金額...(数量)

百万円 ｎ
≦1 0
1-10 1
10-100 7
100-1000 8
>1000 2
全体 18

 Q20 脱炭素化の推進を目的の一つとしたM&Aを実施/実施予定...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 実施した 17 3.0
2 実施を予定している 10 1.8
3 実施を予定していない 400 70.8
4 不明 138 24.4
無回答 1170
全体 565 100.0

 Q21-1 脱炭素化の推進に向けた人材育成の取り組み状況:OJT...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 実施した/実施している 148 26.8
2 実施する予定 123 22.2
3 実施する予定はない 97 17.5
4 不明 185 33.5
無回答 1182
全体 553 100.0

 Q21-2 脱炭素化の推進に向けた人材育成の取り組み状況:OFF-JT...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 実施した/実施している 160 29.4
2 実施する予定 115 21.1
3 実施する予定はない 98 18.0
4 不明 172 31.6
無回答 1190
全体 545 100.0

 Q22 脱炭素化の推進に向けた投資に必要な資金調達の実施/実施の見通し...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 資金調達を行う(見通し) 86 15.0
2 借り入れｺｽﾄが負担となる為､資金調達を行わない(見通し) 51 8.9
3 手元資金で十分な投資が実行できる為､資金調達を行わない(見通し) 165 28.7
4 不明 273 47.5
無回答 1160
全体 575 100.0
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 Q23 脱炭素化の推進に向けた投資に必要な資金調達方法...(ＳＡ)
No. カテゴリー名 ｎ %

1 通常の資金調達の枠内で借り入れを行う見込み 34 39.5
2 ｸﾞﾘｰﾝ･ﾛｰﾝやｸﾞﾘｰﾝ･ﾎﾞﾝﾄﾞの活用実績があり､今後も同商品を活用する見込み 19 22.1
3 ｸﾞﾘｰﾝ･ﾛｰﾝやｸﾞﾘｰﾝ･ﾎﾞﾝﾄﾞの活用実績はないが､今後､同商品を活用する見込み 20 23.3
4 その他 5 5.8
5 不明 8 9.3
無回答 0
非該当 1649
全体 86 100.0

 Q24 脱炭素化に向けた設備投資や部品･原材料の調達にかかる費用の増加への対策を検討する必要の認識
...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 必要があり検討している 98 17.1
2 必要があり今後検討する 254 44.3
3 検討する必要はない 58 10.1
4 不明 164 28.6
無回答 1161
全体 574 100.0

 Q25 年間の費用増加の最大の見込み...(ＳＡ)
No. カテゴリー名 ｎ %

1 5%未満 63 18.2
2 5～10%未満 59 17.1
3 10～15%未満 18 5.2
4 15～20%未満 10 2.9
5 20%以上 9 2.6
6 不明 187 54.0
無回答 6
非該当 1383
全体 346 100.0

 Q26 費用増加への対応方針...(ＳＡ)
No. カテゴリー名 ｎ %

1 費用の増分を製品の価格に転嫁する 81 23.1
2 その他の費用の削減により増分を吸収する 110 31.3
3 その他 24 6.8
4 不明 136 38.7
無回答 1
非該当 1383
全体 351 100.0

 Q27 価格への転嫁の要因...(ＳＡ)
No. カテゴリー名 ｎ %

1 自社製品の優位性は､一定の価格上昇の下でも損なわれないと考える為 12 14.8
2 競合他社も価格転嫁を実施すると考える為 31 38.3
3 排出量削減を｢見える化｣することで､顧客は価格上昇を受け入れると考える為 22 27.2
4 需要は減少するが､自社内での吸収には限界がある為 15 18.5
5 その他 1 1.2
6 不明 0 0.0
無回答 0
非該当 1654
全体 81 100.0
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 Q28 国が示した｢2050年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ宣言｣の内容の把握...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 内容を把握しており､今後､脱炭素化方針の策定に取り組む予定 360 30.0
2 内容を把握しているが､今後､脱炭素化方針の策定に取り組む予定はない 344 28.7
3 内容を把握していない 496 41.3
無回答 535
全体 1200 100.0

 Q29-1 脱炭素化方針の策定:最も困難と考える課題...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 必要な技術が不足している 38 11.0
2 必要なﾉｳﾊｳ､人員が不足している 100 29.1
3 投資･運営ｺｽﾄ増への対応が困難である 53 15.4
4 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直しが困難である 13 3.8
5 どのﾚﾍﾞﾙまで対応が必要かわからない 88 25.6
6 取引先の動向に左右される 34 9.9
7 その他 12 3.5
8 不明 6 1.7
無回答 16
非該当 1375
全体 344 100.0

 Q29-2 脱炭素化方針の策定:2番目に困難と考える課題...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 必要な技術が不足している 58 19.5
2 必要なﾉｳﾊｳ､人員が不足している 87 29.2
3 投資･運営ｺｽﾄ増への対応が困難である 44 14.8
4 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直しが困難である 13 4.4
5 どのﾚﾍﾞﾙまで対応が必要かわからない 67 22.5
6 取引先の動向に左右される 28 9.4
7 その他 1 0.3
8 不明 0 0.0
無回答 62
非該当 1375
全体 298 100.0

 Q29-3 脱炭素化方針の策定:3番目に困難と考える課題...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 必要な技術が不足している 28 12.4
2 必要なﾉｳﾊｳ､人員が不足している 43 19.0
3 投資･運営ｺｽﾄ増への対応が困難である 51 22.6
4 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直しが困難である 17 7.5
5 どのﾚﾍﾞﾙまで対応が必要かわからない 51 22.6
6 取引先の動向に左右される 32 14.2
7 その他 4 1.8
8 不明 0 0.0
無回答 134
非該当 1375
全体 226 100.0
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 Q30-1 脱炭素化方針の策定に取り組む予定がない:最も影響が大きい理由...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 必要な技術が不足している 15 4.6
2 必要なﾉｳﾊｳ､人員が不足している 58 17.8
3 投資･運営ｺｽﾄ増への対応が困難である 36 11.1
4 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直しが困難である 5 1.5
5 どのﾚﾍﾞﾙまで対応が必要かわからない 76 23.4
6 取引先の動向に左右される 35 10.8
7 自社への影響が軽微である 56 17.2
8 実現の可能性が低い 20 6.2
9 その他 16 4.9
10 不明 8 2.5

無回答 19
非該当 1391
全体 325 100.0

 Q30-2 脱炭素化方針の策定に取り組む予定がない:2番目に影響が大きい理由...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 必要な技術が不足している 21 8.2
2 必要なﾉｳﾊｳ､人員が不足している 55 21.5
3 投資･運営ｺｽﾄ増への対応が困難である 24 9.4
4 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直しが困難である 13 5.1
5 どのﾚﾍﾞﾙまで対応が必要かわからない 71 27.7
6 取引先の動向に左右される 29 11.3
7 自社への影響が軽微である 22 8.6
8 実現の可能性が低い 19 7.4
9 その他 2 0.8
10 不明 0 0.0

無回答 88
非該当 1391
全体 256 100.0

 Q30-3 脱炭素化方針の策定に取り組む予定がない:3番目に影響が大きい理由...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 必要な技術が不足している 13 6.9
2 必要なﾉｳﾊｳ､人員が不足している 26 13.8
3 投資･運営ｺｽﾄ増への対応が困難である 22 11.7
4 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直しが困難である 3 1.6
5 どのﾚﾍﾞﾙまで対応が必要かわからない 46 24.5
6 取引先の動向に左右される 31 16.5
7 自社への影響が軽微である 15 8.0
8 実現の可能性が低い 31 16.5
9 その他 1 0.5
10 不明 0 0.0

無回答 156
非該当 1391
全体 188 100.0
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 Q31-1 脱炭素化方針の策定のきっかけ:最も影響が大きい動き...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 競合他社の脱炭素化に向けた動き 47 10.4
2 取引に関連する企業の脱炭素化に向けた動き 95 21.0
3 顧客の需要､評価 127 28.0
4 投資家からの要請 6 1.3
5 助成金などの資金補助 15 3.3
6 経済合理性(ｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞや脱炭素税の導入など) 15 3.3
7 気候変動災害の深刻化 91 20.1
8 その他 9 2.0
9 不明 48 10.6
無回答 43
非該当 1239
全体 453 100.0

 Q31-2 脱炭素化方針の策定のきっかけ:2番目に影響が大きい動き...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 競合他社の脱炭素化に向けた動き 84 23.7
2 取引に関連する企業の脱炭素化に向けた動き 81 22.8
3 顧客の需要､評価 73 20.6
4 投資家からの要請 5 1.4
5 助成金などの資金補助 42 11.8
6 経済合理性(ｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞや脱炭素税の導入など) 46 13.0
7 気候変動災害の深刻化 23 6.5
8 その他 1 0.3
9 不明 0 0.0
無回答 141
非該当 1239
全体 355 100.0

 Q31-3 脱炭素化方針の策定のきっかけ:3番目に影響が大きい動き...(ＳＡ)

No. カテゴリー名 ｎ %
1 競合他社の脱炭素化に向けた動き 54 18.6
2 取引に関連する企業の脱炭素化に向けた動き 56 19.3
3 顧客の需要､評価 59 20.3
4 投資家からの要請 6 2.1
5 助成金などの資金補助 49 16.9
6 経済合理性(ｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞや脱炭素税の導入など) 46 15.9
7 気候変動災害の深刻化 18 6.2
8 その他 2 0.7
9 不明 0 0.0
無回答 206
非該当 1239
全体 290 100.0


